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１ 議案第 64 号 福島市企業立地促進条例の一部を改正する条例制定の件 

福島市企業立地促進条例の一部を改正する条例                              （議案書 30 ページ） 

 

第２条第１５号中「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を「物資の流通の効率化に関する法律」に、「第２条第３号」を「第４条

第３号」に改める。 

 

新旧対照表 

改 正 案 現   行 

 

 

 

（略） 

（15）特定流通業務施設 物資の流通の効率化に関する法律（平成

17年法律第85号）第４条第３号に規定する特定流通業務施設を

いう。 

（略） 

 

 

 

（略） 

（15）特定流通業務施設 流通業務の総合化及び効率化の促進に関

する法律（平成17年法律第85号）第２条第３号に規定する特定

流通業務施設をいう。 

（略） 

 

 

（提案理由） 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行うものである。 

 

  

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
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２ 議案第 56 号 令和７年度福島市一般会計補正予算（商工観光部所管分） 

7 款 商工費 

1 項 商工費                                                     （単位 千円) 

（補正予算説明書 8ページ） 

（１）金融対策費 

国庫支出金返還金  2,827 千円（償還金利子及び割引料） 

①補正内容 

令和２年度に新型コロナウイルス関連緊急支援策として、福島県緊急経済対策資金融資制度利用者に対し、信用保証料を補助し経営基盤の安定化

を図った。その財源の一部には、国の新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金（以下「コロナ交付金」という。）を充当していた。 

令和６年度における借入金の繰上償還に伴い、減額となった信用保証料補助金が、制度利用者から市へ返還されたことから、財源として充当した

コロナ交付金を国に返還するもの。 

〇福島県緊急経済対策資金融資制度（新型コロナウイルス対策特別資金）への信用保証料補助金 

項 目 件数 
市の補助交付額 

（円） 

うち令和 6年度 

繰上償還に伴う補助金返還 

件数 返還額（円） 

令和２年度信用保証料補助金 276 201,661,591 19 5,152,892 

 
令和２年度補正予算分 

（財源：コロナ交付金） 
111 103,211,361 5 2,826,479 

 
繰越明許費分 

（財源：一般財源） 
165 98,450,230 14 2,326,413 

目 補正前の額 補正額 計 
補 正 額 の 財 源 内 訳  

説    明 
国県支出金 地方債 その他 一般財源 

2 商工業振興費 1,802,463 26,181 1,828,644    26,181 

○金融対策費         2,827 

国庫支出金返還金    2,827 

○工業振興費         23,354 

企業立地促進費     23,354 
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２ 議案第 56 号 令和７年度福島市一般会計補正予算（商工観光部所管分） 

②信用保証料補助金返還の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

（２）工業振興費 

企業立地促進費  23,354 千円（負担金補助及び交付金） 

①補正内容 

企業立地促進条例に基づき、立地企業に「雇用奨励助成金」、「操業奨励助成金」を交付する。 

 

金融機関 

制度利用者 国 福島市 

③補助金一部返還 ④交付金充当分返還 信用保証協会 
②保証料一部返戻 

①繰上償還 

【雇用奨励助成金】

企業名

3年間のうちの
2年目

平成30年条例

51名

補助対象期間 適用条例

600,000
3年間のうちの

3年目

300,000

900,000
3年間のうちの

2年目

倉敷レーザー(株) 製造業 1名

トモト電子工業(株)

助成額（円）業種 立地場所
当該事業所
従業員数

うち新規地元
常用雇用

1人あたり
助成額

30万円高圧ガス工業(株) 製造業 18名 3名

製造業 おおざそう工業団地

おおざそう工業団地

松川工業団地

審議会
答申日

R2.7.21

R3.1.15

2名31名

【操業奨励助成金】

4,546.25

取得面積
（㎡）

業種 立地場所

製造業

高圧ガス工業(株) 製造業 13,380.60 平成30年条例
固定資産税相当額
（上限1,000万円） 9,246,000

3年間のうちの
2年目

適用条例企業名 助成内容 助成額（円） 補助対象期間
審議会
答申日

2,308,000
3年間のうちの

3年目
トモト電子工業(株)

3年間のうちの
1年目倉敷レーザー(株) 製造業 17,274.03 10,000,000

おおざそう工業団地

おおざそう工業団地

松川工業団地

R2.7.21

R3.1.15
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２ 議案第 56 号 令和７年度福島市一般会計補正予算（商工観光部所管分） 

②福島市企業立地促進条例（平成 30 年条例 別表抜粋） 

 交  付  要  件 助 成 額 

雇
用
奨
励 

 
 

 

助
成
金 

(1)用地取得助成金若しくはオフィス等賃借助成金の決定を受けた企業又は工業団地

内の市長が指定した区画に立地した企業であること。 

(2)新規地元常用雇用者を操業開始日から１年以上継続して雇用すること。 

・新規地元常用雇用者 1 人につき 1 年間雇用す

るごとに 30 万円とし、対象期間は操業開始日か

ら３年間 

・特定集積産業※にあっては５年間 

操
業
奨
励 

 
 

 

助
成
金 

(1)用地取得助成金の決定を受けた企業又は工業団地内の市長が指定した区画に立地

した企業であること。 

・固定資産税額に相当する額とし、対象期間は

３年間 

・特定集積産業※にあっては５年間 

・上限額 1,000 万円（1年あたり） 

※特定集積産業：医療・福祉関連企業、健康器具関連企業、健康食品関連企業及び農産物加工関連企業 

 

奨励措置対象企業の概要 １ 

１ 立地企業 

（1）企 業 名   トモト電子工業株式会社 

（2）本社所在地  福島市庄野字石田１－７ 

（3）代 表 者   代表取締役 滝田 昇 

（4）設  立   昭和４８年２月 

（5）従業員数   １７４人（令和６年１２月現在） 

（6）事業内容   ワイヤーハーネスの製造及び加工 

２ 立地概要 

（1）立地場所   福島市大笹生字寺田１－１ 

（福島おおざそうインター工業団地内） 

（2）操業開始   令和４年３月 

（3）従業員数   ３１人（うち新規地元常用雇用者２人） 
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２ 議案第 56 号 令和７年度福島市一般会計補正予算（商工観光部所管分） 

 奨励措置対象企業の概要 ２ 

１ 立地企業 

（1）企 業 名   高圧ガス工業株式会社 

（2）本社所在地  大阪市北区中崎西２丁目４－１２ 

（3）代 表 者   代表取締役社長 黒木 幹也 

（4）設  立   昭和３３年６月 

（5）従業員数   ８４９名（令和６年３月現在） 

（6）事業内容   酸素ガス、窒素ガス等産業用ガスの製造、配送 

２ 立地概要 

（1）立地場所   福島市大笹生字北谷地１－１ 

（福島おおざそうインター工業団地内） 

（2）操業開始   令和４年１０月 

（3）従業員数   １８人（うち新規地元常用雇用者３人） 

 

 

奨励措置対象企業の概要 ３ 

１ 立地企業 

（1）企 業 名   倉敷レーザー株式会社 

（2）本社所在地  岡山県倉敷市船穂町船穂２０９５－８ 

（3）代 表 者   代表取締役 難波 慶太 

（4）設  立   昭和５８年１月 

（5）従業員数   ２７５人（令和５年１０月現在） 

（6）事業内容   レーザー加工機による精密板金加工 

２ 立地概要 

（1）立地場所   福島市松川町金沢字土戸目喜１－１１ 

（松川工業団地内） 

（2）操業開始   令和５年２月 

（3）従業員数   ５１人（うち新規地元常用雇用者１人） 
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